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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 31,367 40,142 47,232 65,322 84,507

経常利益（百万円） 468 749 672 1,298 1,567

中間（当期）純利益（百万円） 402 647 410 949 1,024

純資産額（百万円） 2,250 3,315 4,084 2,691 3,674

総資産額（百万円） 34,590 40,257 38,570 35,233 41,062

１株当たり純資産額（円） 140.43 206.88 254.81 167.94 229.33

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

25.09 40.38 25.61 59.26 63.94

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 6.5 8.2 10.6 7.6 8.9

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

323 △310 △621 878 △292

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

375 384 728 120 △150

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△76 △38 △7 △885 478

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

2,513 2,046 2,138 2,009 2,035

従業員数［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

288 
［79］ 

301
［74］

277
［42］

280 
［75］

295
［46］



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 30,764 39,285 46,094 64,304 83,278

経常利益（百万円） 511 739 654 1,183 1,515

中間（当期）純利益（百万円） 342 545 437 811 912

資本金（百万円） 802 802 802 802 802

発行済株式総数（千株） 16,050 16,050 16,050 16,050 16,050

純資産額（百万円） 536 1,548 2,351 1,004 1,915

総資産額（百万円） 32,198 38,265 36,180 33,308 38,960

１株当たり純資産額（円） 33.44 96.55 146.66 62.62 119.46

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

21.38 34.03 27.29 50.57 56.92

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 1.7 4.0 6.5 3.0 4.9

従業員数［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

136 
［34］ 

131
［30］

126
［13］

130 
［34］

128
［14］



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社を中核として国内及び海外における各種商品の輸出入、国内取引及び物流

を主要業務とし、その他商品の製造・販売、サービスの提供等の事業を行っております。当社グループにてかかる事業を推進す

る関係会社は11社（子会社４社、関連会社７社）であります。 

 当社はこれらの事業を３つのセグメントに区分し、取扱商品やサービスの内容に応じて９つのビジネスユニット（BU）におい

て事業を展開しております。なお、各セグメント・ビジネスユニットの主要取扱商品並びにサービスの内容は下記のとおりであ

りますが、非鉄金属と鉄鋼のセグメントでは、各ビジネスユニットの主要取扱商品並びにその生産設備に関連する商品もそれぞ

れのビジネスユニットで取扱っております。また、関係会社11社の一部では、当社の各ビジネスユニットの主要取扱商品以外の

商品も、製造・販売、サービスの提供等を行っております。 

 これまで鉄鋼部門の持分法適用関連会社でありました㈱ジオシステムは、当中間連結会計期間において当社が所有する全株式

を譲渡したため、関係会社ではなくなりました。 

  

（注）鉄鋼製品BUは、平成17年10月1日付で特殊鋼BUに統合しております。 

  

セグメント ビジネスユニット 主要取扱商品・サービスの内容 

  

  

  

非鉄金属 

  

  

非鉄製品 

アルミニウム、銅、ニッケル等の非鉄金属系材料の素材、半製品及び加工品を
取扱っております。自動車用熱交換器に使用されるアルミニウム熱交材料、家
庭用エアコン向けのアルミニウム板、条、押出製品並びに銅管を国内外の多く
の取引先に販売しております。また、アルミニウムダイカスト部品にも注力
し、家電部品及び自動車部品等で幅広い需要に応えております。 

  

  

非鉄原料 

鉛や亜鉛を中心とした各種地金類並びに酸化亜鉛や珪酸塩等の各種金属化合物
類を取扱っております。鉛地金及び加工品とその関連商品については、中国を
中心とした当社の海外ネットワークを活かして、豊富な情報と海外の供給ソー
スとの深い繋がりを有しています。また、自動車用鉛バッテリーのリサイクル
事業を初め、非鉄金属のリサイクルビジネスを推進しております。 

  

  

  

  

  

  

鉄鋼 

鉄鋼製品（注） 
普通鋼材（厚板、薄板、表面処理鋼板、型鋼他）、建設・土木製品、管材類
（継手・バルブ製品）、空調設備機器、環境製品等、多様なニーズに対応でき
る特色のある鉄鋼製品を取扱っております。 

  

特殊鋼 
各種特殊鋼（軸受鋼、合金鋼、ステンレス鋼、快削鋼他）を取扱っておりま
す。特に軸受鋼については、自動車部品用を中心として、北米、欧州、中国等
の海外市場において、各需要家の多様なニーズに対応した取引を展開しており
ます。 

  

鉄鋼原料 
ステンレス・特殊鋼の原料としてフェロクロム、フェロシリコン、フェロマン
ガン等の合金鉄を主に取扱っております。カザフスタン、ロシア、アフリカ及
び中国他の生産拠点からの輸入取引においては、海外の優良なパートナーと繋
がりを確立するとともに、新たな原料の開拓を行っております。 

  

機能素材 

民生用電池、高機能マグネット、コンデンサー、精密研磨材及び水処理材等に
関連する原材料及び部品を取扱っております。また、市場のニーズに対応した
原材料や素材の調達並びに開発輸入を推進しております。 

  

  

  

  

  

物流 

  

車両・ムービング 

引越業務及び貸倉庫・保管業務を行っております。引越業務においては、大規
模な事務所移転から小規模なレイアウト変更まで取扱っており、また、貸倉
庫・保管業務においては、文書類の保管・管理業務や、什器・備品類の保管業
務を行っております。 

  

非鉄物流 
非鉄金属の地金・製品等、重量物の国内及び輸出入物流を取扱っており、保
管・荷役・梱包・通関・船積・輸配送他、総合的なロジスティック業務を行っ
ております。また、東扇島物流センターでは、コンテナ貨物と在来船貨物の両
方に対応できる設備を有し、迅速で柔軟な機動力を発揮しております。 

  

繊維物流 
国内外を問わず、輸出入貨物を含む衣料品及び雑貨の通関・荷役・保管・輸配
送業務を行っております。また、中国等の当社海外拠点と連携した質の高い情
報機能を発揮することで、海外生産拠点からの一貫した物流サービスを望む取
引先の幅広いニーズに対応しております。 



当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 

  

 
  



３【関係会社の状況】 

  持分法適用関連会社でありました㈱ジオシステムは、当中間連結会計期間において当社が所有する全株式を譲渡したため、関係

会社ではなくなりました。 

  

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を［ ］内に外数で記載しております。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］内に外数で記載しております。 

２．上記人員のほか、海外現地職員27名がおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について、特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

非鉄金属 172  ［ 6］ 

鉄鋼 52  ［ 7］ 

物流 53  ［29］ 

合計 277  ［42］ 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 126  ［13］ 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

1．当中間連結会計期間の経済環境 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出が穏やかな増加を続けており、生産も増加傾向にあります。また、企

業収益が高水準で推移し、業況感にも改善が見られる中、設備投資も増加を続けております。更に、個人消費も雇用面の

改善が続き、底堅く推移してまいりました。 

  

2．当中間連結会計期間の経営成績 

 このような経済環境下にありまして、当中間連結会計期間の売上高は、472億32百万円（前年同期401億42百万円）と前

年同期比17.7％の増加となりました。 

売上高を取引形態別に見ますと、国内34.1％、輸入48.8％、輸出11.5％、外国間取引5.6％の構成比率となり、輸入取引

比率が増加しました。また、セグメント別では、非鉄金属35.5％、鉄鋼60.8％、物流3.7％の構成比率となりました。 

 損益面におきましては、売上高の増加に伴って売上総利益は22億51百万円（前年同期20億13百万円）と増加し、営業利

益は11億24百万円（前年同期9億67百万円）と好転しました。経常利益は、輸入取引に伴う支払利息の増加に因り6億72百

万円（前年同期7億49百万円）と減少し、中間純利益は4億10百万円（前年同期6億47百万円）となりました。 

  

[事業の種類別セグメントの業績] 

①非鉄金属部門（売上高167億54百万円 前年同期比1.1％増） 

 非鉄原料取引は、地金の価格高騰により単価は高値を維持しましたが、マーケットがタイトになり、売上高が減少しま

した。非鉄製品取引は、アルミニウム材料の取扱量が増加し、また、主要取引の原料価格高騰により売上高は増加しまし

た。部門全体としての売上高はほぼ前年並みとなりました。 

  

②鉄鋼部門（売上高287億40百万円 前年同期比33.3％増） 

 鉄鋼製品取引は、国内外の堅調な需要に支えられ売上高が増加しました。鉄鋼原料取引は、単価の上昇並びに取扱量の

増加により売上高が大幅に増加しました。機能素材取引は、在庫調整等により売上高は減少しました。部門全体としての

売上高は増加しました。 

  

③物流部門（売上高17億36百万円 前年同期比13.7％減） 

 倉庫業、運送業及び海上貨物取扱業は、繊維製品の取扱量が増加しましたが、銅地金の輸出の取扱量が減少しました。

引越業務は、金融機関等を中心に売上高が減少しました。尚、輸出車両の船積業務は、取引先の国内生産から海外生産へ

の全面移行に伴い、本年7月を以て終了しております。部門全体としての売上高は減少しました。 



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、仕入債務の減少並びに法人税等支払額の増加等に

より資金を使用しましたが、短期貸付金の回収等の収入要因があり、前連結会計年度末に比べ、1億3百万円増加し、21億38百

万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は6億21百万円（前年同期は3億10百万円の使用）であります。これは主に仕入債務の減少並び

に法人税等支払額の増加等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は7億28百万円（前年同期は3億84百万円の獲得）であります。これは主に短期貸付金の回収等

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は7百万円（前年同期は38百万円の使用）であります。これは主に短期借入金の返済によるもの

であります。 

  



２【仕入、成約及び売上の状況】 

(1）仕入の状況 

 仕入高は売上高と概ね連動しているため、記載は省略しております。 

  

(2）成約の状況 

 成約高と売上高の差額は僅少であるため、記載は省略しております。 

  

(3）売上の状況 

 当中間連結会計期間における売上状況を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３．主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上高に対する割合は次のとおりであります。 

※前中間連結会計期間のＪＦＥスチール株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しました。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更はありません。 

 『収益基盤強化３ヶ年計画』において、当社は下記を対処すべき課題として認識しております。 

(1) 資本の充実 

将来の成長に向けての新たな仕組み作りや新たなリスクに備えるため、内部留保の積み増しによる資本の充実を図ります。

尚、更なる自己資本の充実策は、計画期間内に検討を進めます。 

(2) コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底 

企業としての体質、風土や文化の変革や社員の更なる意識改革を通じて、コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライア

ンスの徹底を継続して進めます。 

当社は、本計画を確実に遂行することで、これらの課題を克服するよう、役職員一同引き続き緊張感をもち、全社一丸となっ

て努力していく所存であります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

非鉄金属 16,754 101.1 

鉄鋼 28,740 133.3 

物流 1,736 86.3 

合計 47,232 117.7 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

売上高（百万円） 割合（％） 売上高（百万円） 割合（％） 

ＪＦＥスチール株式会社 － － 6,417 13.6 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）大阪証券取引所については、平成17年５月６日に上場廃止の申請を行い、同年６月19日に上場廃止となっております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．三菱信託銀行株式会社は上記所有株式数のほか、信託業務に係る株式46千株を所有しております。 

２．三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月にＵＦＪ信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社となってお

ります。 

３．当該株主は、個人株主のため、住所の記載を控えております。 

  

(5）【議決権の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 64,200,000 

計 64,200,000 

種類 
中間会計期間末 
 現在発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在
 発行数（株） 

（平成17年12月13日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,050,000 16,050,000
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 16,050,000 16,050,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 16,050,000 － 802 － －

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２-６-３ 1,477 9.21 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１-２-１ 1,150 7.17 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２-７-１ 792 4.93 

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１-４-５ 792 4.93 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 733 4.57 

小牧  進 （注）３ 641 3.99 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 信託口 

東京都港区浜松町２-11-３ 611 3.81 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２-１-１ 501 3.12 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 証券投資信託口 

東京都中央区晴海１-８-12 433 2.70 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 信託口 

東京都中央区晴海１-８-11 300 1.87 

計 － 7,432 46.31 



①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株（議決権の数14個）含まれており

ます。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場であります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式  15,500 
（相互保有株式） 
普通株式    － 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式15,990,000 31,980 － 

単元未満株式 普通株式  44,500 － － 

発行済株式総数 16,050,000 － － 

総株主の議決権 － 31,980 － 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
金商株式会社 

東京都中央区新川
1-24-1 

15,500 － 15,500 0.10 

計 － 15,500 － 15,500 0.10 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 413 400 374 387 391 435 

最低（円） 350 340 342 351 352 382 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、

改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金 ※２  2,219
  

2,138  2,035 

受取手形及び売掛金 ※２  19,846 20,387  22,251 

たな卸資産 ※２  8,994 7,591  7,186 

その他    1,206 805  1,850 

貸倒引当金    △489 △397  △435 

流動資産合計    31,777 78.9 30,525 79.1  32,888 80.1

Ⅱ 固定資産      

有形固定資産      

建物及び構築物 
※１ 
※２ 

1,292 1,209 1,231  

土地 ※２ 2,506 2,506 2,506  

その他 ※１ 211 4,009 243 3,960 163 3,902 

無形固定資産    103 75  88 

投資その他の資産      

投資有価証券   2,246 2,101 2,277  

その他   2,290 2,095 2,080  

貸倒引当金   △170 4,366 △188 4,008 △173 4,183 

固定資産合計    8,480 21.1 8,044 20.9  8,174 19.9

資産合計    40,257 100.0 38,570 100.0  41,062 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

支払手形及び買掛金 ※２  16,555 13,326  16,610 

短期借入金 ※２  17,532 18,133  18,135 

その他    1,932 2,139  1,845 

流動負債合計    36,020 89.5 33,600 87.1  36,592 89.1

Ⅱ 固定負債      

長期借入金 ※２  304 217  217 

退職給付引当金    507 585  509 

その他    51 25  25 

固定負債合計    864 2.1 828 2.2  752 1.8

負債合計    36,885 91.6 34,428 89.3  37,344 90.9

       

（少数株主持分）      

少数株主持分    57 0.2 57 0.1  43 0.2

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金    802 2.0 802 2.1  802 1.9

Ⅱ 利益剰余金    2,957 7.3 3,698 9.6  3,335 8.1

Ⅲ その他有価証券評価差額金    22 0.0 37 0.1  29 0.1

Ⅳ 為替換算調整勘定    △461 △1.1 △449 △1.2  △485 △1.2

Ⅴ 自己株式    △5 △0.0 △5 △0.0  △6 △0.0

資本合計    3,315 8.2 4,084 10.6  3,674 8.9

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

   40,257 100.0 38,570 100.0  41,062 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    40,142 100.0 47,232 100.0  84,507 100.0

Ⅱ 売上原価    38,128 95.0 44,980 95.2  80,296 95.0

売上総利益    2,013 5.0 2,251 4.8  4,211 5.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費       

従業員給料手当   459  460 915  

退職給付費用   27  96 68  

その他   559 1,046 2.6 570 1,127 2.4 1,145 2,129 2.5

 営業利益    967 2.4 1,124 2.4  2,081 2.5

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   51  63 101  

為替差益   29  － 11  

その他   14 95 0.2 6 69 0.1 41 153 0.2

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   252  378 620  

持分法による投資損失   49  80 5  

その他   11 313 0.7 62 521 1.1 41 667 0.8

 経常利益    749 1.9 672 1.4  1,567 1.9

Ⅵ 特別利益       

貸倒引当金戻入益   282  107 333  

その他   19 302 0.7 1 109 0.3 52 385 0.4

Ⅶ 特別損失         

固定資産処分損 ※１ 7  1 29     

投資有価証券評価損   7  4 7     

役員退職慰労金   19  38 19     

その他   － 34 0.1 － 44 0.1 145 201 0.2

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

   1,017 2.5 737 1.6  1,751 2.1

法人税、住民税及び 
事業税 

  265  317 633  

法人税等調整額   79 345 0.8 0 318 0.7 72 705 0.9

少数株主利益    24 0.1 8 0.0  20 0.0

中間（当期）純利益    647 1.6 410 0.9  1,024 1.2



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  － －  －

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高  － －  －

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  2,310 3,335  2,310

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間（当期）純利益 647 647 410 410 1,024 1,024

Ⅲ 利益剰余金減少高   

持分法適用関連会社の再評価

に係る繰延税金資産の取崩等

に伴う剰余金減少高 
－ － 46 46 － －

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高  2,957 3,698  3,335



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益   1,017 737 1,751 

減価償却費   91 82 224 

投資有価証券評価損   7 4 7 

固定資産処分損   7 1 29 

貸倒引当金の減少額   △289 △107 △340 

退職給付引当金の増減額   △6 76 △4 

受取利息及び受取配当金   △53 △65 △103 

支払利息   252 378 620 

持分法による投資損失   49 80 5 

売上債権の増減額   △2,098 2,247 △4,610 

たな卸資産の増加額   △3,343 △373 △1,553 

仕入債務の増減額   4,125 △2,902 3,723 

その他   96 29 428 

小計   △142 190 178 

利息及び配当金の受取額   124 63 204 

利息の支払額   △280 △363 △634 

在外子会社の収用補償金受取額   － 133 － 

法人税等の支払額   △13 △646 △41 

営業活動による 
キャッシュ・フロー   △310 △621 △292 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △48 △112 △86 

投資有価証券の取得による支出   △0 － △0 

投資有価証券の売却による収入   22 36 33 

短期貸付金の純増減額   406 793 △388 

長期貸付金の返済による収入   14 48 37 

その他   △9 △37 254 

投資活動による 
キャッシュ・フロー   384 728 △150 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額   114 △7 718 

長期借入金の返済による支出   △153 － △238 

その他   △0 △0 △1 

財務活動による 
キャッシュ・フロー   △38 △7 478 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額   2 4 △10 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   37 103 25 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,009 2,035 2,009 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
（期末）残高   2,046 2,138 2,035 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結の範囲に含めた子会社 

は４社であり、連結子会社の名

称は以下の通りであります。 

同左 同左 

  Kinsho International Corp. 

㈱チュートク 

上海金高化工有限公司 

金商カーゴサービス㈱ 

    

２．持分法の適用に関する事項 (1) 関連会社オー・ケー・ビー㈱

ほか７社に対する投資について

持分法を適用しております。 

(1) 関連会社７社のうち、オー・

ケー・ビー㈱ほか５社に対する

投資について持分法を適用して

おります。 

(1) 関連会社８社のうち、オー・

ケー・ビー㈱ほか７社に対する

投資について持分法を適用して

おります。 

  (2) 持分法を適用していない関連

会社三信金属㈱は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等から

みて中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性が無いため、持分

法の適用から除外しておりま

す。 

(2) 持分法を適用しない関連会社

の名称 

㈱明和 

持分法を適用しない理由 

㈱明和は、当中間連結会計期

間に解散することを決議し、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が無いた

め、持分法の適用から除外して

おります。 

───── 

  (3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結会計期間末と

異なる５社については、各社の

中間会計期間にかかる中間財務

諸表を使用しております。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結会計期間末と

異なる４社については、各社の

中間会計期間にかかる中間財務

諸表を使用しております。 

(2) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる５社に

ついては、各社の事業年度の財

務諸表を使用しております。 

  ───── (4) ㈱ジオシステムは、当中間連

結会計期間に全株式を譲渡した

ため、当中間連結会計期間末よ

り持分法の適用から除外してお

ります。また、㈱明和は、当中

間連結会計期間に解散すること

を決議し、連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性が無くなったた

め、当中間連結会計期間末より

持分法の適用から除外しており

ます。 

───── 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社のうち、Kinsho 

International Corp.、㈱チュー

トク、上海金高化工有限公司及び

金商カーゴサービス㈱の中間決算

日は平成16年6月30日でありま

す。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成16年7月1日から中間連結

会計期間末平成16年9月30日まで

の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 連結子会社のうち、Kinsho 

International Corp.、㈱チュー

トク、上海金高化工有限公司及び

金商カーゴサービス㈱の中間決算

日は平成17年6月30日でありま

す。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成17年7月1日から中間連結

会計期間末平成17年9月30日まで

の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 連結子会社のうち、Kinsho 

International Corp.、㈱チュー

トク、上海金高化工有限公司及

び金商カーゴサービス㈱の決算

日は平成16年12月31日でありま

す。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、平成17

年１月１日から連結決算日平成17

年３月31日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項       

(1)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券（その他有価証券） ① 有価証券（その他有価証券） ① 有価証券（その他有価証券） 

a. 時価のあるもの a. 時価のあるもの a. 時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）によっております。 

 中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）によっております。 

  b. 時価のないもの b. 時価のないもの b. 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

同左 同左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

  時価法によっております。 同左 同左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

  主として先入先出法による

原価法によっております。 

同左 

  

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産の減価償却方法 有形固定資産の減価償却方法 有形固定資産の減価償却方法 

主として定率法によっておりま

す。ただし、当社及び国内連結子

会社は、平成10年4月1日以降に取

得した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の通り

であります。 

 建物及び構築物 15年～50年 

同左 同左 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3)重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

   当中間連結会計期間末現在の

債権の貸倒れによる損失に備え

て、以下の基準により計上して

おります。 

同左  当連結会計年度末現在の債権

の貸倒れによる損失に備えて、

以下の基準により計上しており

ます。 

  a. 一般債権 a. 一般債権 a. 一般債権 

  貸倒実績率法 同左 同左 

  b. 貸倒懸念債権 b. 貸倒懸念債権等 b. 貸倒懸念債権 

   個別に回収可能性を検討

し、中間連結会計期間末にお

ける回収不能見込額を計上し

ております。 

 個別に回収可能性を検討

し、当中間連結会計期間末に

おける回収不能見込額を計上

しております。 

 個別に回収可能性を検討

し、当連結会計年度末におけ

る回収不能見込額を計上して

おります。 

  ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法  当社グループでは、当社のみが

デリバティブ取引を利用し、ヘッ

ジ会計を適用しております。 

同左 同左 

  ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理しておりま

す。 

 なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場合

は、振当処理しております。 

同左 同左 

  ② ヘッジ対象とヘッジ手段 ② ヘッジ対象とヘッジ手段 ② ヘッジ対象とヘッジ手段 

  a. ヘッジ対象 a. ヘッジ対象 a. ヘッジ対象 

  外貨建営業取引に係る債

権債務の為替変動リスク、

商品の価格変動リスク 

同左 同左 

  b. ヘッジ手段 b. ヘッジ手段 b. ヘッジ手段 

  為替予約取引、商品先渡取引 同左 同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   内規に基づき、外貨建営業

取引に係る債権債務の為替変

動リスク及び営業取引に係る

商品価格変動リスクを回避す

る目的で行っております。 

 原則として１年を超える長

期契約を行わず、投機目的及

びレバレッジ効果の高い取引

は行わない方針であります。 

同左 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   当社が行っているヘッジ取

引は、当社のリスク管理方針

に従っており、取引の事前・

事後及び一定期間毎に比率分

析等により有効性が検証さ

れ、管理部門へ報告が行われ

ております。 

 当社が行っているヘッジ取

引は、当社の取引基本規則及

び見越極度取扱規程に従っ

て、審査部が取引の事前・事

後及び一定期間毎に定量分析

等により有効性を検証してお

ります。 

同左 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(6) その他中間連結（連結）

財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

同左 同左 

  ② 利益処分による準備金等 ② 利益処分による準備金等 ───── 

   法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる圧縮記帳積立金の取崩しを

前提として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。 

同左   

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシュ・

フロー計算書）における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (固定資産の減損に係る会計基準) ────── 

  当中間連結会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第6号 平成15年10月31日)を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

再建５ヶ年計画と新たな中期計画 収益基盤強化３ヶ年計画 収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は、「営業収益力の改善・強化」及び

「財務体質の抜本的改善」を目的として策定

した平成13年度（平成14年3月期）を初年度

とする『再建５ヶ年計画』を２年前倒しで終

了（平成16年11月11日決議）いたしました。

今後は現在策定中の新たな中期計画（平成16

年12月中旬を目途に公表予定）の施策を実行

し、営業収益力の更なる基盤強化を図り、内

部留保を積み増し、資本を充実していく方針

であります。 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的

とした『収益基盤強化３ヶ年計画』（平成16

年12月21日公表）を遂行中であります。これ

までの１年半は順調に推移しており、引き続

き内部留保の積み増しによる資本の充実を図

ると共に、コーポレートガバナンスの強化と

コンプライアンスの徹底を進めていく方針で

あります。 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的

とした『収益基盤強化３ヶ年計画』（平成16

年12月21日公表）を実行中であり、内部留保

の積み増しによる資本の充実を図ると共に、

コーポレートガバナンスの強化とコンプライ

アンスの徹底を継続していく方針でありま

す。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

  
※１．有形固定資産の減価償 

却累計額 
2,922百万円

  
※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
3,003百万円

  

※１．有形固定資産の減価償
却累計額 

2,946百万円

※２．担保に供している資産及びその対応債

務 

※２．担保に供している資産及びその対応債

務 

※２．担保に供している資産及びその対応債

務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 
  

現金及び預金 791百万円

受取手形及び売掛金 3,722百万円

たな卸資産 304百万円

建物及び構築物 1,216百万円

土地 2,506百万円

合計 8,541百万円

  
現金及び預金 698百万円

受取手形及び売掛金 3,851百万円

たな卸資産 102百万円

建物及び構築物 1,159百万円

土地 2,506百万円

合計 8,318百万円

現金及び預金 535百万円

受取手形及び売掛金 4,066百万円

たな卸資産 47百万円

建物及び構築物 1,176百万円

土地 2,506百万円

合計 8,333百万円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 
  

支払手形及び買掛金 500百万円

短期借入金 7,588百万円

長期借入金 304百万円

保証債務 171百万円

合計 8,565百万円

  
支払手形及び買掛金 363百万円

短期借入金 7,676百万円

長期借入金 217百万円

保証債務 181百万円

合計 8,439百万円

支払手形及び買掛金 298百万円

短期借入金 7,704百万円

長期借入金 217百万円

保証債務 153百万円

合計 8,374百万円

３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務 

連結子会社以外の下記の会社の銀行借

入金等に対して保証を行っておりま

す。 

連結子会社以外の下記の会社の銀行借

入金等に対して保証を行っておりま

す。 

連結子会社以外の下記の会社の銀行借

入金等に対して保証を行っておりま

す。 
  

寧波山陽特殊鋼製品
有限公司 

171百万円

中央交易㈱ 36百万円

大連愛光浸漬成型有
限公司 

9百万円

合計 216百万円

  

  

寧波山陽特殊鋼製品
有限公司 

181百万円

大連愛光浸漬成型有
限公司 

6百万円

合計 187百万円

寧波山陽特殊鋼製品
有限公司 

153百万円

大連愛光浸漬成型有
限公司 

8百万円

その他 12百万円

合計 174百万円

４．輸出受取手形割引高    29百万円 ４．輸出受取手形割引高    26百万円 ４．輸出受取手形割引高    24百万円 

受取手形裏書譲渡高    186百万円 受取手形裏書譲渡高    192百万円 受取手形裏書譲渡高    197百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．固定資産処分損の内訳 ※１．固定資産処分損の内訳 ※１．固定資産処分損の内訳 
  

有形固定資産その他 6百万円

無形固定資産   1百万円

合計 7百万円

  
建物及び構築物 1百万円

その他 0百万円

合計 1百万円

建物及び構築物 0百万円

その他   29百万円

合計 29百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 2,219百万円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金 

△172百万円

現金及び現金同等物の中間
期末残高 

2,046百万円

  
現金及び預金勘定 2,138百万円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金 

－百万円

現金及び現金同等物の中間
期末残高 

2,138百万円

現金及び預金勘定 2,035百万円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金 

－百万円

現金及び現金同等物の期末
残高 

2,035百万円



（リース取引関係） 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

      

（借主側） （1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他
の有形
固定資
産 

121 89 32 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他
の有形
固定資
産 

133 103 30

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

その他
の有形
固定資
産 

121 100 20

   （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）    同左  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  （2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当

額 

  
  
１年内 22百万円

１年超 9百万円

合計 32百万円

１年内 10百万円

１年超 19百万円

合計 30百万円

１年内 16百万円

１年超 3百万円

合計 20百万円

  

  

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 （注）    同左  （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してお

ります。 

  （3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

  
  
支払リース料 12百万円

減価償却費相当
額 

12百万円

支払リース料 10百万円

減価償却費相当
額 

10百万円

支払リース料 23百万円

減価償却費相当
額 

23百万円

  （4）減価償却費相当額の算定方法 （4）減価償却費相当額の算定方法 （4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・

リース取引 

      

（借主側） 未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  
  
１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

１年内 1百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1 2 0 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 135 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 0 0 0 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 124 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在）、当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）及び前連結会計年度末

（平成17年３月31日現在） 

 当社グループはデリバティブ取引をリスクヘッジの目的で行っており、ヘッジ会計を適用しているものについては、開

示の対象から除いており、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたものについては、注

記の対象から除いております。 

  

  

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 2 2 0 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 132 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属 非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄鋼   鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物流   倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属 非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄鋼   鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物流   倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

  

  
非鉄金属 
  

(百万円) 

鉄鋼 
  

(百万円) 

物流 
  

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

16,569 21,560 2,011 40,142 － 40,142 

(2) セグメント間の内部 
売上高 

7 189 82 280 (280) － 

計 16,577 21,750 2,094 40,423 (280) 40,142 

営業費用 16,377 21,167 1,911 39,456 (280) 39,175 

営業利益 200 583 183 967 － 967 

  
非鉄金属 
  

(百万円) 

鉄鋼 
  

(百万円) 

物流 
  

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

16,754 28,740 1,736 47,232 － 47,232 

(2) セグメント間の内部 
売上高 

8 223 74 306 (306) － 

計 16,762 28,963 1,811 47,538 (306) 47,232 

営業費用 16,516 28,248 1,648 46,413 (306) 46,107 

営業利益 246 715 162 1,124 － 1,124 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に基づいております。 

２．各事業の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

(1) 非鉄金属 非鉄金属に関わる地金・原料・製品 

(2) 鉄鋼   鉄鋼に関わる鉱石・原料・材料製品・半製品・製品 

(3) 物流   倉庫業・港湾運送業・通関業・各種輸送業 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

  
非鉄金属 
  

(百万円) 

鉄鋼 
  

(百万円) 

物流 
  

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

消去又 
は全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

32,370 48,075 4,062 84,507 － 84,507 

(2) セグメント間の内部 
売上高 

20 397 179 596 (596) － 

計 32,390 48,472 4,241 85,104 (596) 84,507 

営業費用 31,981 47,164 3,876 83,023 (596) 82,426 

営業利益 408 1,308 364 2,081 － 2,081 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2) その他の地域……………………………米国・ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2) その他の地域……………………………米国・ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．売上を有する本邦以外の国又は地域を、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア・オセアニア……………………中国・台湾・韓国・インドネシア 

(2) その他の地域……………………………米国・ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 7,210 1,536 8,747 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 40,142 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高
の割合（％） 

18.0 3.8 21.8 

  アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,421 1,649 8,071 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 47,232 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高
の割合（％） 

13.6 3.5 17.1 

  アジア・オセアニア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,521 2,848 17,369 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 84,507 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高
の割合（％） 

17.2 3.4 20.6 



（１株当たり情報） 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 206.88円

１株当たり中間純利益 

金額 
40.38円

 
１株当たり純資産額 254.81円

１株当たり中間純利益

金額 
25.61円

１株当たり純資産額 229.33円

１株当たり当期純利益 

金額 
63.94円

 算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。 

中間純利益 
（百万円） 

647 

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－ 

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

647 

期中平均株式数 
（千株） 

16,026 

中間純利益 
（百万円） 

410

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

410

期中平均株式数
（千株） 

16,029

当期純利益
（百万円） 

1,024 

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－ 

普通株式に係る当期
純利益（百万円） 

1,024 

期中平均株式数
（千株） 

16,025 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金 ※２ 1,946 1,942 1,963  

受取手形 ※２ 4,148 3,975 4,481  

売掛金   15,698 16,007 17,471  

たな卸資産   8,503 7,110 6,676  

その他 ※５ 1,270 773 1,893  

貸倒引当金   △555 △405 △499  

流動資産合計    31,012 81.0 29,402 81.3  31,987 82.1

Ⅱ 固定資産      

有形固定資産      

建物 
※１ 
※２ 

1,175 1,103 1,125  

土地 ※２ 2,506 2,506 2,506  

その他 ※１ 57 53 50  

 有形固定資産合計   3,739 3,663 3,682  

無形固定資産   76 52 64  

投資その他の資産      

その他   3,607 3,249 3,401  

貸倒引当金   △171 △188 △174  

     投資その他の資産合計   3,436 3,061 3,226  

固定資産合計    7,253 19.0 6,777 18.7  6,973 17.9

資産合計    38,265 100.0 36,180 100.0  38,960 100.0



  

  

    
前中間会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

支払手形   10,756 7,351 10,573  

買掛金 ※２ 5,594 5,683 5,808  

短期借入金 ※２ 17,500 18,100 18,049  

その他   2,015 1,866 1,864  

流動負債合計    35,867 93.8 33,002 91.2  36,295 93.2

Ⅱ 固定負債      

長期借入金 ※２ 304 217 217  

退職給付引当金   504 584 508  

その他   40 23 23  

固定負債合計    849 2.2 825 2.3  749 1.9

負債合計    36,716 96.0 33,828 93.5  37,045 95.1

（資本の部）      

Ⅰ 資本金    802 2.1 802 2.2  802 2.0

Ⅱ 利益剰余金      

１ 任意積立金   108 101 108  

２ 中間（当期）未処分利益   641 1,452 1,008  

利益剰余金合計    750 1.9 1,554 4.3  1,117 2.9

Ⅲ その他有価証券評価差額金    △0 △0.0 △1 △0.0  △0 △0.0

Ⅳ 自己株式    △3 △0.0 △4 △0.0  △3 △0.0

資本合計    1,548 4.0 2,351 6.5  1,915 4.9

負債・資本合計    38,265 100.0 36,180 100.0  38,960 100.0



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    39,285 100.0 46,094 100.0  83,278 100.0

Ⅱ 売上原価    37,509 95.5 44,111 95.7  79,531 95.5

売上総利益    1,775 4.5 1,982 4.3  3,747 4.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    912 2.3 973 2.1  1,826 2.2

営業利益    862 2.2 1,008 2.2  1,920 2.3

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   64  65 107  

その他   67 132 0.3 16 82 0.2 73 180 0.2

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   244  347 548  

その他   11 255 0.6 89 436 1.0 37 585 0.7

経常利益    739 1.9 654 1.4  1,515 1.8

Ⅵ 特別利益 ※１  294 0.8 140 0.3  380 0.5

Ⅶ 特別損失 ※２  147 0.4 68 0.1  294 0.4

税引前中間（当期）
純利益 

   886 2.3 726 1.6  1,601 1.9

法人税、住民税及び
事業税 

  251  287 608  

法人税等調整額   88 340 0.9 1 289 0.7 80 688 0.8

中間（当期）純利益    545 1.4 437 0.9  912 1.1

前期繰越利益    95 1,015  95 

中間（当期）未処分
利益 

   641 1,452  1,008 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１.資産の評価基準及び評価方法 (1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

同左 同左 

  ②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

    中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

同左 事業年度末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）によっております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

同左 同左 

  (2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

  時価法によっております。 同左 同左 

  (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

  先入先出法による原価法によ

っております。 

同左 同左 

２.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

  定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法

によっております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

同左 同左 

  建物  15年～50年     

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  中間会計期間末現在の債権の

貸倒れによる損失に備えて、

以下の基準により計上してお

ります。 

同左 事業年度末現在の債権の貸倒

れによる損失に備えて、以下

の基準により計上しておりま

す。 

  ①一般債権 ①一般債権 ①一般債権 

  貸倒実績率法 同左 同左 

  ②貸倒懸念債権 ②貸倒懸念債権等 ②貸倒懸念債権 

  個別に回収可能性を検討

し、中間会計期間末にお

ける回収不能見込額を計

上しております。 

同左 個別に回収可能性を検討

し、事業年度末における

回収不能見込額を計上し

ております。 

  (2)退職給付引当金 (2)退職給付引当金 (2)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。なお、会計基準変更時

差異については、15年による

按分額を費用処理しておりま

す。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差

異については、15年による按

分額を費用処理しておりま

す。 

４.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５.ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理しておりま

す。 

なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場

合は振当処理しております。 

同左 同左 

  (2)ヘッジ対象とヘッジ手段 (2)ヘッジ対象とヘッジ手段 (2)ヘッジ対象とヘッジ手段 

  ①ヘッジ対象 ①ヘッジ対象 ①ヘッジ対象 

  外貨建営業取引に係る債権債

務の為替変動リスク、商品の

価格変動リスク 

同左 同左 

  

  

  ②ヘッジ手段 ②ヘッジ手段 ②ヘッジ手段 

  為替予約取引、商品先渡取引 同左 同左 

  (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

  内規に基づき、外貨建営業取

引に係る債権債務の為替変動

リスク及び営業取引に係る商

品価格変動リスクを回避する

目的で行っております。な

お、原則として１年を超える

長期契約を行わず、投機目的

及びレバレッジ効果の高い取

引は行わない方針でありま

す。 

同左 同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  当社が行っているヘッジ取引 

は、当社のリスク管理方針に

従っており、取引の事前・事

後及び一定期間毎に比率分析

等により有効性が検証され、

管理部門へ報告が行われてお

ります。 

 当社が行っているヘッジ取引

は、当社の取引基本規則及び

見越極度取扱規程に従って、

審査部が取引の事前・事後及

び一定期間毎に定量分析等に

より有効性を検証しておりま

す。 

同左 

６.その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

同左 同左 

  (2)利益処分による準備金等 (2)利益処分による準備金等 ────── 

  法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額は、当事

業年度において予定している

利益処分による圧縮記帳積立

金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計

算しております。 

同左   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (固定資産の減損に係る会計基準) ────── 

  当中間会計期間より固定資産の減損に係る

会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日)を適用し

ております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 (中間貸借対照表) ────── 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「投資有価証券」(当

中間会計期間末838百万円)は、資産の総額の100分の５以下である

ため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示することに変

更しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

再建５ヶ年計画と新たな中期計画 収益基盤強化３ヶ年計画 収益基盤強化３ヶ年計画 

当社は「営業収益力の改善・強化」及び

「財務体質の抜本的改善」を目的として策

定した平成13年度（平成14年3月期）を初年

度とする『再建５ヶ年計画』を２年前倒し

で終了（平成16年11月11日決議）いたしま

した。今後は現在策定中の新たな中期計画

（平成16年12月中旬を目途に公表予定）の

施策を実行し、営業収益力の更なる基盤強

化を図り、内部留保を積み増し、資本を充

実していく方針であります。 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的

とした『収益基盤強化３ヶ年計画』(平成16

年12月21日公表)を遂行中であります。これ

までの１年半は順調に推移しており、引き

続き内部留保の積み増しによる資本の充実

を図ると共に、コーポレートガバナンスの

強化とコンプライアンスの徹底を進めてい

く方針であります。 

当社は営業収益力の更なる基盤強化を目的

とした『収益基盤強化３ヶ年計画』(平成

16年12月21日公表)を実行中であり、内部

留保の積み増しによる資本の充実を図ると

共に、コーポレートガバナンスの強化とコ

ンプライアンスの徹底を継続していく方針

であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 ※１.有形固定資産の減価償却累計額 ※１.有形固定資産の減価償却累計額  

2,655百万円 

  

2,737百万円 2,708百万円 
 

※２.担保資産及び担保付債務 ※２.担保資産及び担保付債務 ※２.担保資産及び担保付債務  

担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

  担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 
 

(1)担保資産 (1)担保資産 (1)担保資産  
  
預金 791百万円

受取手形 3,594百万円

建物 1,134百万円

土地 2,506百万円

合計 8,026百万円

  
預金 698百万円

受取手形 3,650百万円

建物 1,067百万円

土地 2,506百万円

合計 7,922百万円

預金 535百万円

受取手形 3,844百万円

建物 1,086百万円

土地 2,506百万円

合計 7,973百万円

 

(2)担保付債務 (2)担保付債務 (2)担保付債務  
  

    

短期借入金 7,556百万円

長期借入金 304百万円

仕入債務 68百万円

保証債務 171百万円

合計 8,100百万円

  

  

短期借入金 7,643百万円

長期借入金 217百万円

仕入債務 58百万円

保証債務 181百万円

合計 8,101百万円
  

短期借入金 7,643百万円

長期借入金 217百万円

買掛金 59百万円

保証債務 153百万円

合計 8,073百万円

 

３.偶発債務 ３.偶発債務 ３.偶発債務  

次の会社について金融機関等からの借

入等に対し保証を行っております。 

次の会社について金融機関等からの借

入等に対し保証を行っております。 

次の会社について金融機関等からの借

入等に対し保証を行っております。 
 

  

    

(1)寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

171百万円 借入債務 

(2)中央交易㈱ 

36百万円 関税保証 

(3)Kinsho International Corporation 

34百万円 借入債務 

(4)その他２社  9百万円 

合計    251百万円 

  

  

(1)寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

181百万円 借入債務 

(2) Kinsho International Corporation 

54百万円 借入債務 

(3) 大連愛光浸漬成型有限公司 

6百万円 借入債務 

(4)その他１社  0百万円 

合計    243百万円 

  

(1)寧波山陽特殊鋼製品有限公司 

153百万円 借入債務 

(2)大連愛光浸漬成型有限公司 

8百万円 借入債務 

(3)その他１社  0百万円 

合計    162百万円 

４.輸出受取手形割引高    29百万円 

受取手形裏書譲渡高   186百万円 

  

４.輸出受取手形割引高    26百万円 

受取手形裏書譲渡高   192百万円 

４.輸出受取手形割引高    24百万円 

受取手形裏書譲渡高   197百万円  

※５.消費税等に係る表示 ※５.消費税等に係る表示 ※５．    ────  

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ金額的重要性が乏しいため流

動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

同左   

 



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１.特別利益のうち主要なもの ※１.特別利益のうち主要なもの ※１.特別利益のうち主要なもの 
  

    

貸倒引当金戻入益 274百万円
  

  
貸倒引当金戻入益 104百万円

  
貸倒引当金戻入益 327百万円

※２.特別損失のうち主要なもの ※２.特別損失のうち主要なもの ※２.特別損失のうち主要なもの 
  

    

関係会社株式評価損 80百万円

関係会社貸倒引当金繰入損 40百万円

役員退職慰労金 19百万円

  

  

役員退職慰労金 38百万円

関係会社貸倒引当金繰入損 24百万円

   
  

出資金評価損 140百万円

関係会社株式評価損 80百万円

３.減価償却実施額 ３.減価償却実施額 ３.減価償却実施額 
  

有形固定資産 56百万円

無形固定資産 15百万円

  
有形固定資産 51百万円

無形固定資産 12百万円

有形固定資産 113百万円

無形固定資産 28百万円



（リース取引関係） 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１.リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

      

（借主側） (1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

( 有 形
固定資
産） 
その他 

121 89 32 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

( 有 形
固定資
産） 
その他 

133 103 30 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

( 有 形
固定資
産） 
その他 

121 100 20 

  (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注）    同左 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  (2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  

  
  
１年内 22百万円

１年超 9百万円

合計 32百万円

１年内 10百万円

１年超 19百万円

合計 30百万円

１年内 16百万円

１年超 3百万円

合計 20百万円

  (注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注)    同左 (注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

  (3)支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3)支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3)支払リース料及び減価償却費相

当額 

  
  
支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

  (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・

リース取引 

      

（借主側） 未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  
  
１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

１年内 1百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

１年内 0百万円

１年超 -百万円

合計 0百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 75 423 348 

  
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 75 658 583 

  
貸借対照表計上額
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 75 623 548 



（１株当たり情報） 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 96.55円 

１株当たり中間純利益
金額 

34.03円 

 

１株当たり純資産額 146.66円 

１株当たり中間純利益
金額 

27.29円 

１株当たり純資産額 119.46円 

１株当たり当期純利益
金額 

56.92円 

算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 
  
中間純利益 
（百万円） 

545 

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－ 

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

545 

期中平均株式数 
（千株） 

16,037 

  
中間純利益 
（百万円） 

437

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－

普通株式に係る中間
純利益（百万円） 

437

期中平均株式数
（千株） 

16,034

当期純利益
（百万円） 

912 

普通株主に帰属しな
い金額（百万円） 

－ 

普通株式に係る当期
純利益（百万円） 

912 

期中平均株式数
（千株） 

16,036 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載してお

りません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第86期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社   

  取締役会 御中   

    平成１６年１２月７日

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚  昇  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、金商株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社   

  取締役会 御中   

    平成１７年１２月９日

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚  昇  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、金商株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社   

  取締役会 御中   

    平成１６年１２月７日

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚  昇  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第86期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、金商株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

金商株式会社   

  取締役会 御中   

    平成１７年１２月９日

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚  昇  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 市東 康男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

金商株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第87期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、金商株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入、成約及び売上の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/54
	pageform2: 2/54
	form1: EDINET提出書類  2005/12/13 提出
	form2: 金商株式会社(401057)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/54
	pageform4: 4/54
	pageform5: 5/54
	pageform6: 6/54
	pageform7: 7/54
	pageform8: 8/54
	pageform9: 9/54
	pageform10: 10/54
	pageform11: 11/54
	pageform12: 12/54
	pageform13: 13/54
	pageform14: 14/54
	pageform15: 15/54
	pageform16: 16/54
	pageform17: 17/54
	pageform18: 18/54
	pageform19: 19/54
	pageform20: 20/54
	pageform21: 21/54
	pageform22: 22/54
	pageform23: 23/54
	pageform24: 24/54
	pageform25: 25/54
	pageform26: 26/54
	pageform27: 27/54
	pageform28: 28/54
	pageform29: 29/54
	pageform30: 30/54
	pageform31: 31/54
	pageform32: 32/54
	pageform33: 33/54
	pageform34: 34/54
	pageform35: 35/54
	pageform36: 36/54
	pageform37: 37/54
	pageform38: 38/54
	pageform39: 39/54
	pageform40: 40/54
	pageform41: 41/54
	pageform42: 42/54
	pageform43: 43/54
	pageform44: 44/54
	pageform45: 45/54
	pageform46: 46/54
	pageform47: 47/54
	pageform48: 48/54
	pageform49: 49/54
	pageform50: 50/54
	pageform51: 51/54
	pageform52: 52/54
	pageform53: 53/54
	pageform54: 54/54


